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1．　はじめに

　営利組織であれ、非営利組織であれ、公式の組

織は存続、発展のために財を購入している。特に

前者の組織の場合、購買した財を活用して付加価

値を創造し最終的に利益を獲得することを目的と

する。例えば、生産効率を高めようと、新しい生

産機械を購入しようとする企業において、購買の

意思決定が企業内の一部のスタッフの恣意的意向

によって行なわれ、結果として購買が失敗するこ

とは経営基盤を揺るがすことになりかねない。

この意味で、組織の購買行動は合理的に行なわれ

ているとする見解は妥当性をもつように思われ

る。

　これに対して、消費者が財の購買に失敗したと

しても、そのことが消費生活の破綻をもたらす可

能性は低いと思われる。あるいは消費者の購買の

意思決定は多分に情緒や感情に左右されるという

指摘もある。もちろん、消費者の購買行動が常に

情緒に支配されて行なわれれば、健全な消費生活

が営めないことは言うまでもない。いずれにし

ろ、消費者の購買行動は必ずしも合理的に行なわ

れないとする主張も理解できないことではない。

このように組織購買行動と消費者購買行動との違

いを直感的に描写することはある面で説得性を持

つように思われるが、組織の購買行動と消費者の

購買行動が「合理性」という基準から区別される

という見解に対しては疑問が提示されているi）S

　そこで、本稿では組織の購買行動に焦点を当

て、購買の意思決定における「合理性」につい

て、組織購買行動研究の生成期の代表的研究を基

に検討することにする。そして、意思決定の最小

単位である個人の「合理性」が必ずしも組織の

「合理性」と一致しないことが組織購買行動の特

徴のひとつであることを指摘する。なお、生成期

の購買行動研究を取り上げる理由は、これらの研

究が後の実証研究を刺激し、理論研究に多大な影

響を与えているからである2）。また、経済学でい

うところの完全合理性に基づく人間観からの影響

を逃れており8）、その点で独自の「合理性」概念

を提示していると考えられるからである。ところ

で、「合理性」の概念については次章以降、順次、

整理していくことにする。

　なお、具体的には産業財マーケティングの腐矢

といわれるCopeland4）を最初に取り上げ、彼の主

張した組織購買における「合理性」を検討する。

その後、組織の購買行動を意思決定過程と捉え、

購買状況によって意思決定過程が異なることを提

唱したRobinson＝＝Faris＝Windのモデルを検討

する。そして、包括的モデルといわれ、その後の

組織購買行動研究に影響を与えたふたつのモデ

ル、Webster＝＝WindモデルとShethモデルに見

られる「合理性」について整理することにする。ま

た、組織購買行動という言葉はWebsterとWind

が提唱したもので、彼らのモデルが発表されてか

ら定着したものである。したがって、それ以前は

産業財購買行動などと呼ぼれていた。しかし、呼

称の違いはあれ、その示す内容がほぼ同じである

と考えられるので、本稿では組織購買行動という

用語で統一することにする。

＊講師
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2．　産業財の購買行動～Copelandを中

　心に

　（1）産業財の分類と購買方法

　CopelandはPrinciples　of　Merchandisingの

中で買い手の購買動機の違いによる製品の分類を

行い、製品分類ごとの販促方法を提示したが、彼

の消費財の分類すなわち最寄品、買回品、専門品

は広く知られ、製品分類方法として定着している

といえよう。同著では産業財の分類も行ってい

る。消費財の分類基準は消費者の購買習慣による

ものであるが、産業財の場合は財の使用目的によ

って分類されている。具体的には以下の5つに分

i頃されている。

　①設備関連機器（installations）

　②補助備品（accessory　equipment）

　③用度品（operating　supPlies）

　④加工材料部品（fabricating　materials　and

　　parts）

　⑤原材料（primary　materials）5）

　設備関連機器は製造業者であれぽ、製品の生産

のために工場内に据え付けを必要とするような大

型機械などが当てはまる。したがって、企業にと

って重要で不可欠な購買財であって、購買頻度は

極めて低く、購買単価は高いという特徴をもつこ

とになる。さらに、その仕様は一般的なものでは

なく買い手組織の要望にあった特別なものになる

傾向がある。そのため購買決定者はトップマネジ

メントである場合が多い6）。これに対して、補助

備品は特定の部門の必要に応じて購買されるもの

であり、タイムレコーダー、ロッカー、キャッシ

ュレジスターなどがある。ただし、いずれも個人

使用ではないために購買数量は大きい。また、補

助備品は必ずしも産業財とは限らない。例えば、

ロッカーは一般の消費者でも購買する消費財と同

じ場合もある7）。生産活動を間接的に円滑化する

財が補助備品であるといってよいであろう。

　一方、直接、生産活動を円滑にする財が用度品

である。潤滑油、燃料、ベルト、ブラシなどは大

量にしかも定期的に購入されるが、これらの用度

品がなければ生産ラインがストップする危険があ

るので迅速な配送が期待されることになる。ま

た、購買決定は専門の担当者が行うことになろ

う8）。

　そして、加工材料部品は生産する製品に組み込

まれることになるが、それには1）鉄管などの半

加工品、2）自動車用のバッテリーなどの完成部

品、3）塗料などの仕上げ材料の3種類がある。

加工材料部品の購買で特徴的なのは購買するか、

それとも買い手自身が生産するかという意思決定

が伴う点である。もし、購買することが決定され

れぽ、買い手は売り手に対して安定的供給を望

み、長期的な取引関係を構築しようとする傾向が

あるといえよう。特に用度品に比べ買い手の特有

な仕様に基づくことが多いと想定されるので、買

い手一売り手の継続的関係が重視されることにな

ろう9）。例えば、「靴のラバーソールの製造業者

は自社ブランドのラバーソールを貼った靴を消費

者に購入させることができる」10）という指摘がみ

られるが、このラバーソールを使用することによ

り靴の販売量が増えるとすれぽ、靴の製造業者と

ラバーソールの製造業者の関係は互いに必要不可

欠であるといえよう。

　原材料については買い手の製品の品質やブラン

ドを左右するものである。また主要生産機器の構

造や性能によって原材料の質や量などが決まるこ

とになる。そのため初回の購買の決定はトップマ

ネジメントによって行なわれる。具体的には必要

とする原材料の仕様を決定し、サンプルを取り寄

せ、検査し、その品質を確かめたうえで、価格交

渉に入ることになる11）。品質が確定できれぽ購買

担当者のルーチンワークとして購買が行なわれる

ことになろう。

　（2）購買動機の分類

　前節のように、産業財は分類され購買されるこ

とになるが、Copelandはさらに購買動機の分類も

試みている12）。彼は購買動機を購買動機（buying

motives）と愛顧動機（patronage　motives）1こ大

別し次のように整理している。

　上記の動機のなかには、Copeland自身が認め

るように内容がかさなるものがいくつかあるが、

基本的には購買動機は合理性をもつものであると

いうことが彼の主張である。

　つまり、「動機の多くが本能的で感情的な消費

財に対して、ここに記された産業財購買の動機の
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図表2－1　購買動機の分類

〈購買動機〉 〈愛顧動機〉

①使用上の経済性

②　ロス防止

③　生産性の向上

④使用上の信頼性

⑥　品質の信頼性

⑥　耐久性

⑦操作や使用上の柔軟性

⑧操作の簡便さ

⑨便利さ
⑩設置の容易さ

⑪修理の容易さ

⑫製品の販売数量の増加

①売り手の信頼性
②　配送の確実さ

③　配送の迅速さ

④適性な仕様（規格）

⑤多様な選択可能性

⑥技術・設計サービス

⑦修理サービスの信頼性

すべてが合理的動機（図表2－－1で整理したく購

買動機〉一筆者注）であるということは注目に

値する。そして、次の節で説明される愛顧動機も

合理的動機である。このように合理的動機に基づ

くことは当然である。なぜなら産業財企業は事業

展開のために購買するのであり、重役の個人的満

足のために購買するのではないからである。」18）と

明言する。

　しかし、問題として指摘しなけれぽならないこ

とは、この分類の基となった調査方法である。彼

は業界紙（誌）の広告を分類した結果から上記の

結論を導いたのである。したがって、分類された

動機は買い手の純粋な動機ではなく、広告主つま

り売り手が想定した買い手の動機ということにな

ろう。つまり、少なくとも広告において売り手は

買い手が常に合理的判断のもとに購買を決定する

ということを想定しているということである。た

だし、同時に売り手は買い手の感情的動機に訴え

るような販売方法をとっているという指摘が上述

の引用の後にある14）。

　（3）購買行動の合理性

　Copelandの提示した購買方法と購買動機とを

合わせたものを購買行動とここで呼ぶとすれば、

両者とも合理性に基づいていることになる。購買

動機の合理性についての考え方についてはすでに

ふれたが、第2章第2節で見たように購買方法に

おいても購買する財の種類、購買規模（量・価

格）、購買頻度、市場動向などによって、意思決

定主体など変わるものの、合理的に遂行されると

想定していると考えてよいであろう。それでは彼

の主張する合理性とはどのようなものであろう

か。

　1960年代から1970年代初頭の産業財マーケティ

ングの研究をレビューした野中郁次郎は「ここで

（CopelandのPriciples　of　Merchandisingを示

す一筆者注）合理性は厳密には伝統的経済学の

意思決定者（企業家、企業）の完全合理性を意味

していない。ここでの合理性は購買が単純に利益

動機に支配されているという意味での合理性であ

る。」15）と指摘している。ここで、組織あるいは企

業の意思決定が最終的に個人によって行なわれる

ことを考えると、企業としての利益動機と個人と

しての利益動機が企業組織のなかに並存している

のが一般的であるといえるのではないだろうか。

もし、利益動機に支配されているという意味での

合理性であるならば、意思決定の最小単位である

個人の合理性と組織の合理性とに齪齪｝がない状況

をCopelandは想定したのではないだろうか。あ

るいは組織と個人を購買の意思決定において区別

しなかったとみなすこともできる。

　そして、利益動機を企業の存続のために必要な

利益をいかに創出するかという経済計算に基づく

動機と解釈すれば、個人間においても個人と組織

とにおいても全く同じ計算方法を採用しているこ

とになろう。そして、その動機に基づいて購買方

法を展開することになる。したがって、個人が利益

動機に導かれた合理性をもっているという意味で
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の合理性、そして個人間の合理性の一致の結果と

して組織全体が利益動機によって行動するという

意味での合理性というふたつの合理性がCope・

landのいうところの合理性と考えてよいのでは

ないだろうか。

　より一般的に表現すれぽ、組織における個人が

もつ合理性一これを部分的合理性（PRと表記す

る）と呼ぶとする一、部分的合理性の総和が組織

全体の合理性（TRと表記する）一これを全体的合

理性と呼ぶとする一ということになる。したがっ

て次のように表すことができよう。

　　　　TR＝ΣPR

　そして個々のPRすなわちpr1，　pr2，　pr3＿pr。は

すべて同じ動機に基づき行動することになる。

3．組織購買行動のモデル化の試み

　Copeland以降も産業財の購買に関する研究は

行なわれることになるが、多くの研究は購買の実

態を記述する程度のものであったといわれる16）。

そこで、本章では発表された後、組織購買行動研

究を活発化する契機となった3つの代表的なモデ

ルを検討することにする。いずれのモデルも組織

購買行動を意思決定過程（あるいは問題解決過

程）として捉えているところに特徴がある。以下

では、それぞれのモデルにおいて、組織としての

合理性がどのように確保されると考えたかという

ことに絞って整理することにする。なお、本章で

使用する合理性の概念は第2章と同じく利益動機

に支配されるという意味での合理性である。

　（1）Robinson・　Faris　・Windモデル

　購買行動の結果が組織にとって利益をもたらさ

らなけれぽならないという意味で合理的で、購買

の意思決定は合理的に行わなければならないこと

になる。この合理性を保証するものが何かを明ら

かにすることが組織購買行動研究において課題の

ひとつとなろう。Copelandにおいて組織として

の合理性を保証するものは組織あるいは集団にお

ける意思決定者としての個人固有の合理性であっ

た。これに対してRobinson＝　Faris　＝＝　Windモデ

ル17）では学習という概念が導入され、それにより

購買行動の合理性が保証されると彼らが考えたと

いってよいであろう。以下では彼らの購買モデル

を検討することにする。

　彼らはまず、購買状況という考え方を提示す

る。組織が購買する場合には、問題の新規性、情

報の必要性、代替案の検討の必要性という3つの

基準の程度によって購買状況を分類する。分類さ

れた購買状況はBUYCLASSと呼ぼれ、新規課業

（New　Task）、修正再購買（Modified　Rebuy）、

再購買（Straight　Rebuy）の3つに分けられる。

新規課業は過去の経験にしたがって解決できない

ために、大量の情報を必要とし、それに基づいて代

替案が検討されることになる。これに対して再購

買は過去の購買経験を生かすことができるので、

新規の情報を必要とせず代替案を検討する必要も

ほとんどない。両者の中間的特徴をもつのが修正

再購買であり、新規課業あるいは再購買でなんら

かの問題が生じた場合行なわれることになる18）。

この考え方についてHowardの消費者行動の学

図表3－1　BUYGRIDモデル

購

買

決

定

過

程

1．

2．

3．

4．

5．

6．

7．

8．

問題の予知あるいは認知

必要とする品目の特徴と数量の決定

必要とする品目の特徴と数量の記述

潜在的供給先の探索と資格賦与

見積書の入手と分析

見積書の評価と供給業者の選択

注文手順の選択

成果のフィードバックと評価

購 買 状 況

新規課当修IEPteefi已購買

（出所）P．J．　Robinson，　C．　W．　Faris　and　Y．　Wind，1ndttstrialβ励ηg　and　Creative

　　Marketing，1965，　p．16より作成
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習モデルにおける拡大的問題解決行動（Exten・

sive　Problem　Solving）、限定的問題解決行動

（Limited　Problem　Solving）、日常的問題解決行

動（Routinized　Response　Behavior）の類型化に

似ていると野中郁次郎は指摘している19）。

　そして、これらのBUYCLASSによって購買
決定において踏まえるべきステヅプが違うという

ことを彼らは主張する。想定した購買過程は8段

階あり、図表3－1のようになっている。このな

かで新規課業はすべてのステップを踏まなけれぽ

ならないが、他の購買状況では必要に応じてステ

ップを取捨選択することになる。

　彼らのモデルでは個人か組織かは明示されてい

ないが、情報の収集と過去の経験の蓄積が購買状

況を決め、その購買状況に応じて購買決定過程も

異なることになる。そして、ここで情報の収集と

過去の経験の蓄積を学習と呼べば、学習成果が十

分に生かせる購買状況ではより組織の利益にかな

った意思決定が可能になろう。また、学習能力が

高まれば新規課業のような場合においてもより合

理的な意思決定をすることができるようになろ

う。さらにRobinsonらは組織購買が複数の担当

者によって行なわれるとしており、もし、そうで

あるならば購買担当者間での学習も期待されるこ

とになる。このように、個人あるいは組織の課業

（最終的な利益確保）を目的通りに達成できるよ

うに学習が行なわれ、その結果として合理性が確

保されると考えたのである。

　（2）Webster　・Windモデル

　Robinsonらのモデルにおける課業は新規課業

についての記述にみられるように、組織上の公式

の課業と考えられる。したがって、その課業を遂

行するうえでの合理性をいかに確保するかが問題

となる。

　ところが、Webster＝Windモデル20）では非課

業という概念が示される。これは組織ではなく、

個人レベルでの動機によるものである。つまり、

ここでの非課業とは組織から公式に与えられた課

業ではなく、個人的動機によって達成しようとす

る課業であると理解してよいであろう。彼らはこ

の個人的動機には2種類あると指摘している。す

なわち、上司に認められたいとか、昇進したいと

かといった達成動機（achievement　motives）と不

確定な要因を避けたいという危険回避動機（risk・

reduction　motives）である。このような動機に

基づいて意思決定した場合、最終的に組織の目標

を達成できるかどうかについて疑問が残ることに

図表3－2　Webster＝Windモデル

　　　　　　1　環境（購買行動決定要因としての環境）

＜物理的環境、経済環境、法的環境、技術環境、政治的環境、文化環境＞

　　　　　　　　　　　　　　　u

　　　　　　皿　組織（購買行動決定要因としての組織）

　　　　　　　　　　　　＜組織内環境＞

　　　　　　　　　　　　　　　o

　　　皿　購買センター（購買行動決定要因としての個人間関係）

　　＜課業と非課業により動機付けられた参加メンバーの相互行為＞

　　　　　　　　　　　　　　　」

　　　　　　　　W　参加メンバー

動機、認知構造、パーソナリティー、学習過程、役割認識

　　　　　　　　　　　」

　　　　　　　　購買決定プロセス

　　　　　　　　　　　s

　　　　　　　　　　購買決定

（出所）Frederick　E．　Webster，　Jr．　and　Yoran　Wind，“A　General　Mode豆

　　for　Understanding　Organizational　Buying　Behavior，”Journal　oプ

　　Marketin9，　Vol．36　No．2，1972，　P　15の図より作成。
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なる。

　しかも、彼らのモデルによれぽ、組織購買の決

定は複数の担当者によって行なわれるとしてい

る。この担当者の集団を購買センター（Buying

Center）と呼んでいるが、購買センターに参加す

るメソー“’　一一がそれぞれ非課業をもつとすれば、意

思決定の結果が組織の合理性（例えば利益）に合

致することを期待することはむずかしいといえる

のではないだろうか。さらに、図表3－2のよう

に参加メンバーの認知構造、パーソナリティー、

学習過程、役割認識が相違するとしている。

　組織の公式の課業を遂行するために、購買セン

ターの参加メンバーにそれぞれ公式の課業が割り

当てられることになるが、参加メンバーはこの公

式の課業と個人的動機に基づく非課業を同時に達

成しようとするのである。しかも、公式に与えら

れた課業をどのように理解し遂行するかは当該参

加メンバーの認知構造や役割認識などによって左

右されることになる。

　しかし、購買センターの参加メンバーが相互に

影響を与えながら意思決定するということは、購

買決定プPセスのなかで一定の合理的な方向付け

がなされることを想定しているのではないだろう

か。あるいは、合理的な方向付けがなされるべき

だと考えているのではないだろうか。その視点か

ら、彼らは購買センターにおける問題点21）を次の

ように指摘しているものと思われる。

　①目標に関する問題（Problems　of　Objec・

　　tives）

　②参加メンバーに関する問題（Problems　of

　　Personnel）

　③リーダーシップに関する問題（Problems

　　of　Navigation　and　Leadership）

　④意思決定に関する問題（Problems　of　De・

　　cision　Making）

　これらの問題のうち特に①について3つのタイ

プのコンフリクトが発生する可能性があると指摘

している。1）購買センターの目標設定と同意を

めぐるコンフリクト、2）部門間および部門と購

買センター間のコンフリクトの存在の確認と解決

をめぐるコンフリクト、3）個人の目標を部門お

よび購買センターの目標ue－一致させることをめぐ

るコンフリクトである。1）と2）のコンフリク

トは個人的動機に起因する非課業の問題というよ

りも、公式に参加メンー“’　一一あるいは部門に賦与さ

れた課業の相違から生じるものもあるのではない

だろうか。また、②の問題は購買センターの参加

メンバーの性格の違いによる問題であり、③の問

題は購買センターでの意思決定過程を誰がリード

するかという問題である。購買センターの参加メ

ンバーの機能について彼らは整理しているが、最

終的に誰がイニシアチブを執るかについては議論

していない。この点があいまいなために④の問題

が生じるものと思われる。意思決定を最終的に誰

が行い責任を執るかという問題である。このよう

な問題点を解決することにより合理的な意思決定

をすべきだとしながらも、具体的な問題の解決方

法は示していない。

　ここで注目すべき点は参加メンバーの非課業を

遂行しようとすることによって、組織にとって合

理性の欠く意思決定がなされる危険性があるとい

う点はもちろん、個人や部門における公式の課業

間においてもコンフリクトが生じる可能性があ

り、コンフリクトがうまく解決されなければ合理

性の欠く意思決定がなされる可能性があるという

ことである。

　（3）Shethモデル

　ShethはHowardと一緒に提唱した消費者購買

行動モデル22）で知られるが、後に組織購買行動モ

デル23）を表している。自ら消費者購買行動モデル

との違いについて次のように整理している。1）

組織購買に限定していること、2）共同意思決定

過程（Joint　Decision・Making　Process）を明ら

かにしたこと、3）消費者購買行動モデルに比べ

変数が少ないことである。Shethも先の二つのモ

デルと同様に意思決定が複数の担当者で行なわれ

ることを前提としている。彼のモデルの概要は図

表3－－3の通りである。

　このモデルで鍵となる概念のひとつが「期待」

という概念である。期待とは「どの供給業者やブ

ランドを選択すれば、特定の購買状況において明

示的・暗示的目標を達成できるかという知覚」24）

のことであり、個人の経歴、情報探索、知覚上の

歪曲、過去の購買の満足度によって相違する。こ

の期待を購買センター一の参加メンバーがもつこと
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図表3－3　Shethモデル

　　　　　　　　　匝人の掴

　　　　　　　　　　　↓

－1圏一謙亮嚇一1購買の満足度1一

歪曲1↑1晶過副＿H，ンフ，ク亟一

　　　　　　　　　　↑　　↑
　　　極・関わ・要因川鱗に関わ・要因1

↑

1
供給業者（プランド）

の選択

（出所）J．N．　Sheth，“A　Model　of　Industrial　Buyer　Behavior，”Journal　of　Marketing，　Vol．37　No．

　　3，1973、P51より作成。

になるが、参加メンバーとしては購買専任担当

者、エンジニア、ユーザー（生産責任者など）が

いるとしている。そして参加メンバーの期待の違

いがコンフリクトの原因のひとつになるとしてい

る。

　コソフリクトの原因としてはこの他に選択基準

の違い、部門間の購買目標の違い、購買センター

参加メンバーの性格の不一致があるが、それぞれ

に起因するコンブリクトの解決方法も指摘してい

る。期待の違いによるコンフリクトは追加情報の

収集によって、そして基準の違いによるコンフリ

クトは説得によって解決を図る方法があるとして

いる。追加情報や説得による解決はより合理性の

ある結果につながるとしている。一方、部門間の

購買目標の違いによるコンフリクトはバーゲニン

グで、メンバー間の性格の不一致によるものは駆

け引きで解決を図る方法があるが、バーゲニング

や駆け引きによる解決は非合理で非効率な方法で

組織に望ましい結果をもたらさないとしている。

　ところで、購買専任担当者、エンジニア、ユー

ザーはそれぞれ独自の公式の目標あるいは課業を

もつことになる。例えば生産機械を購買する場合、

購買専任担当者は購買予算を第一に考えるかもし

れないが、エンジニアは予算よりもその機械の性

能を重視するかもしれない。あるいはユーザーは

生産能率を重視するかもしれない。いずれの目標

も最終的な組織の目標（利益確保など）を達成す

るために職務として、個人あるいは部門に与えら

れたものである。しかし、それぞれの目標を達成

しようとする時コンフリクトが生じるのは集団で

意思決定することが原因のひとつとなっている。

もし、集団での意思決定が組織購買行動において

固有のものであるならば、その意思決定方法に由

来するコンブリクトも組織購買行動において固有

のものであると考えてよいであろう。しかもコン

フリクトが個人の私的レベルの要因だけでなく、

組織としての公式の目標あるいは課業に由来する

とすれば、これもまた組織購買行動に特有な特徴

であるといえよう。この点はWebster＝Wind

モデルとほぼ同じであると考えてよいであろう。

ただし、Webster　・　Windモデルではコンフリ

クトを含め集団での意思決定にはいくつかの間題

が存在するという認識レベルに止まっているが、

Shethモデルではコンフリクトが不可避の問題で

あること、そしてコンフリクトの解決方法の巧拙

によってはよりすぐれた結果を導くことができる

ことを指摘した点で集団での意思決定の特徴をよ

り明確にしたといえよう。

4．　おわりに

　購買の意思決定において組織としての合理性を

いかに確保するかという問題を生成期の購買行動

研究がどのように取り扱ったかは以下のように整

理できよう。ただし、個人的動機に基づく（個人

にとっては一・一定の合理性があるが、組織にとって

は非合理である）要因つまり非課業についてはこ

こで十分に検討する余裕がないので対象から除外

することにする。

　Copelandの考え方では先に示したように個人

の合理性が無条件に組織の合理性に一致するとい

うことであった。しかし、Webster＝Windモデ

ルとShethモデルはともに、この考え方を否定し

ている。つまり、数式としては次のように表現で

きよう。
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　TR≠ΣPR
　但、TRは組織としての合理性、　prは個人の合

理性を示す。また、PR　・　pri、　pr2、　pr8＿prn

　しかし、この状態が組織として望ましくないこ

とはいうまでもない。そこで、TR＝ΣPRとなる

ための条件が必要となる。Robinson　・　Faris＝

Windモデルでは合理性を確保するためにprに

焦点を当て、購買過程に参加するメンバーの合理

性は学習によって保証されることを指摘してい

る。一方、ShethモデルではΣPRに着目し、個

々のprの相互関係を調整しTRに近づけようとし

いている。つまり、意思決定参加メンバーの相互

関係の調整すなわちコンフリクトの解決がうまく

いけぽ組織として合理的結果が得られ、もしうま

くいかなければ、TR≒ΣPRにとどまるか、最

悪の場合はTR≠ΣPRの時もあるというのであ
る。

　このように意思決定参加メンバーあるいはその

帰属部署が追求する合理性が組織としての合理性

に常に一致するとはかぎらない理由のひとつが意

思決定参加メンバー間の購買する財に関する課業

あるいは期待の相違であるとするならば、財の種

類によって意思決定過程も相違すると考えてよい

であろう。例えば、Copelandは産業財を用途に

よって分類したが、設備関連機器の購買について

エンジニアは大きな関心をもち、購買決定には大

きな影響力をもつものと思われるが、補助備品の

購買に同程度の関心をもつとは考えにくい。むし

ろ、エンジニアが補助備品の購買に関るというこ

と、つまり購買センターのメンバーであるという

可能性は低いのではないだろうか。とするなら

ば、購買する財によって購買センターの参加メン

バーは異なると考えた方がよいであろう。また、

Shethは製品特性によって共同で購買決定する場

合と特定の個人あるいは部署が自律的（あるいは

自動的）に購買決定する場合があると指摘してい

る25）。このように考えると、財の種類によって購

買センターが存在するかどうか、そして同じく財

の種類によって購買センターが存在する場合は誰

が参加するか決まることになる。したがって、産

業財の分類を再検討し、その財の種類によって購

買の意思決定過程を考察することにより組織購買

行動の実態により接近できるようになると思われ

る。この点においてCopelandの産業財の分類は

重要な視点を提供することになろう。

　また、ここではWebster＝Windの指摘した非

課業については議論せず、組織によって公式に与

えられる目標つまり課業に焦点を絞って整理して

いるが、この課業についてもさらに検討する必要

があると考えられる。本稿で対象としたモデルの

課業は客観的で明示的なものであることを前提と

している。しかし、一般に組織のなかにおいて、

命令や指示がいつもそうであるとはかぎらない。

個人や組織にとって、与えられた課業が多義的で

あり解釈のできる幅が広い場合、そのことが意思

決定の際、コンフリクトの原因になる可能性があ

る。この点については今後の研究課題としたい。

　　　　　　　　　　　　（1997．3．31受理）
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